
                                                  

平成 26 年 2 月 4 日 

各      位 
       会 社 名 株式会社マツヤ 

       代表者名 代表取締役社長   小山 栄造 

（J A S D A Q・コード７４５２） 

          問合せ先 執行役員財務本部長 北川 正一 

       ＴＥＬ  （026）241-1314 

 

特別損失の計上及び繰延税金資産の取り崩し見込み、店舗閉鎖等の合理化、 

債権の取立不能のおそれ、業績予想及び配当予想の修正、株主優待制度の中止 

並びに役員報酬の減額に関するお知らせ 

 当社は、本日開催の取締役会において、中期経営計画の一環として事業構造改革に係る諸施策の

実施を決議いたしました。これに伴い、下記のとおり特別損失の計上及び繰延税金資産の取り崩しをす

る見込みとなりましたので、お知らせいたしますとともに、平成 25 年 10 月 8 日に公表いたしました平成

26 年 2 月期通期の業績予想及び平成 25 年 4 月 17 日に公表いたしました同期の配当予想につきまし

て、下記のとおり修正いたしましたのでお知らせいたします。また、これらを受けて、本日開催の取締役

会において株主優待制度を中止すること及び役員報酬の減額を決定いたしましたので、併せてお知

らせいたします。 

 なお、当社は、本日「中期経営計画の策定に関するお知らせ」を公表しておりますので、併せてご参

照下さいますよう、お願い申し上げます。 

記 

１．特別損失の計上見込みについて 

当社は以下のとおり、平成 26 年 2 月期第 4 四半期連結会計期間において、特別損失約 1,600 百万

円（第 3 四半期連結累計期間計上分は除く）を計上する見込みです。 

（1）減損損失   

 中期経営計画に基づき平成 26 年 4 月を目処に不採算店舗 6 店舗（松代店、戸倉店、上田イン

ター店、上田中之条店、長野南店、茅野店）及び当社食品センターの閉鎖を決定したこと並びに

その他の一部店舗の固定資産について資産の収益性が低下して投資額の回収が見込めなくな

ったことから、平成 26 年 2 月期において、これらの店舗等の固定資産について必要な減損処理

を行うことにより、現時点において約 1,300 百万円の特別損失を計上する見込みであります。 

（2）事業構造改革損失 

 中期経営計画に基づき、事業構造改革を行うにあたり、店舗の集約化及び 120 名規模の募集

予定希望退職者に対する退職金の特別加算金等の資産人員整理費用等として、現時点におい

て約 300 百万円の特別損失を計上する見込みであります。 
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２．繰延税金資産の取り崩しについて 

 当期及び今後の業績動向等を踏まえ、当社の繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討いたしま

した結果、平成 26 年 2 月期において、繰延税金資産を取り崩し、法人税等調整額約 600 百万円を

計上する見込みであります。 

 

 

３．店舗閉鎖等の合理化について 

 当社は、取締役会において、前述のとおり、中期経営計画の一環として事業構造改革に伴い、不

採算店舗及び当社食品センターの閉鎖並びに人員削減等の合理化を行うことについて決議いたし

ました。 

（1）合理化を行う理由 

当社は、今後想定される経営環境等を考慮し、一層の収益構造の改善及び事業規模に見合

った組織体制を再構築するために、以下の要領で事業構造改革を実施することといたしまし

た。 

（2）合理化の内容 

 ①不採算店舗及び食品センターの閉鎖 

 平成 2６年４月を目処に、不採算店舗 6 店舗及び食品センターを閉鎖することといたしました。 

 ②希望退職者の募集 

 イ．人員数 120 名程度 （平成 25 年 12 月 31 日現在：正社員数 469 名） 

 ロ．募集期間 平成 26 年 3 月 17 日～平成 26 年 3 月 31 日 （予定） 

 ハ．退職日 平成 26 年 4 月 30 日 （予定。 業務の都合により例外適用あり） 

 ニ．優遇制度 会社都合による退職金に加え、割増退職金を支給予定 

（3）今後の見通し 

  後述する「５．業績予想の修正」に記載のとおりであります。 

 

 

４．債権の取立不能又は取立遅延のおそれ 

 当社及び子会社の取引先において、両社の当該取引先に対する売掛金及び貸付金等について

取立不能又は取立遅延のおそれが生じたことにより、平成 26 年 2 月期において、貸倒引当金 136

百万円（第 3 四半期連結累計期間で繰入済みである 23 百万円を含む）を計上する見込みでありま

す。 

 

債権の種類及び金額 

債権の種類 金 額 連結純資産に対する割合 

売掛債権 63 百万円 2.7％ 

貸付金及び未収利息 73 百万円 3.0％ 

合  計 136 百万円 5.7％ 
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５．業績予想の修正について 

（1）平成 26 年 2 月期通期連結業績予想数値の修正（平成 25 年 3 月 1 日～平成 26 年 2 月 28 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

前回予想（Ａ） 
百万円

37,200
百万円

272
百万円

117
百万円 

50 
円  銭
7.11

今回修正（Ｂ） 36,800 130 △100 △2,320 △329.83

増減額（Ｂ－Ａ） △400 △142 △217 △2,370 

増 減 率（％） △1.1 △52.2 － － 

（ご参考）前期実績 
（平成 25 年 2 月期） 

38,182 △213 △360 △218 △31.01

 

（2）平成 26 年 2 月期通期個別業績予想の修正（平成 25 年 3 月１日～平成 26 年２月 28 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

前回予想（Ａ） 
百万円

37,200
百万円

275
百万円

100
百万円 

22 
円  銭
3.13

今回修正（Ｂ） 36,800 140 △40 △2,230 △317.03

増減額（Ｂ－Ａ） △400 △135 △140 △2,252 

増 減 率（％） △1.1 △49.1 － － 

（ご参考）前期実績 
（平成 25 年 2 月期） 

38,182 △186 △358 △236 △33.60

 

（3）修正の理由 

  ①個別業績予想修正の理由 

 当期におきましては、他社との競合による売上への影響を当初より見込んでおりましたが、想

定より厳しい状況で既存店の業績が推移し、繁忙期の年末年始においても既存店の売上が

予想を下回ったため、通期の売上高は 36,800 百万円となる見込みであります。粗利益面につ

きましては、発注精度の向上やロス削減等に努めましたが、価格競争等の影響もあって粗利

益率は昨年を下回り、粗利益額は減少する見込みであります。一方、経費面では、人件費、

包装費や消耗品等を中心に販売費及び一般管理費の削減を推し進めましたが、粗利益額の

減少を補うまでには至らず、営業利益、経常利益ともに前回予想値を下回る結果となる見込

みです。 

 それらに加えて、本日公表いたしました中期経営計画の一環として事業構造改革に係る諸

施策を実施することにより、前述の事業構造改革損失及び減損損失を計上する見込みである

こと及び当社の一部売掛金について取立不能又は取立遅延のおそれが生じたことによる貸倒

引当金を計上すること並びに繰延税金資産の取り崩しにより法人税等調整額を計上する見込

みであることから、通期の個別業績予想を上記のとおり修正いたします。 
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 ②連結業績予想修正の理由 

 「個別業績予想修正の理由」に記載の内容に加え、主に当社子会社の一部貸付金につい

て取立不能又は取立遅延のおそれが生じたことにより、平成 26 年 2 月期において、貸倒引当

金 73 百万円を計上することに伴うものであります。 

 

（注）上記の予想は、当社が現在入手している情報に基づき作成しております。実際の業績は様々

な要因により、予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

 

 

６．配当予想の修正について 

（1）修正の内容 

基準日 
1 株当たり配当金 

第 2 四半期末 期末 年間 

前回予想 
（平成 25 年 4 月 17 日）    6 円 00 銭 6 円 00 銭 

今回修正予想   0 円 00 銭 0 円 00 銭 

当期実績 0 円 00 銭   

（ご参考） 
前期実績（平成 25 年 2 月期） 0 円 00 銭 6 円 00 銭 6 円 00 銭 

 

（2）修正の理由 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要施策の一つと位置づけ、業績の安定と株主資

本の拡充を図りながら、配当水準の向上と安定化に努めることを基本方針としております。しかし

ながら、平成 26 年 2 月期の期末配当予想につきましては、同期の連結業績及び同期末における

当社の財務状況の見込み等を総合的に勘案し、誠に遺憾ではありますが、前回予想の 6 円から

無配に修正させていただき、平成 26 年２月末日を基準日とする期末配当は行わない予定といた

しました。 

 

 

７．平成 26 年２月期株主優待制度の中止について 

（1）株主優待制度中止の理由 

 当社は、株主の皆様への利益還元の一つとして、株主優待制度を設けております。しかしなが

ら、本お知らせに記載の当社の状況を踏まえ、当社といたしましては一刻も早く業績の建て直し

を行い、財務体質を強化することが株主様の長期的な利益につながると考え、平成 26 年 2 月期

末については、誠に遺憾ではありますが株主優待を中止することといたしました。 

 

（2）中止する株主優待制度の内容 

  ①対象 

   毎年２月末日の当社株主名簿に記載または記録された単元株主の皆様 
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  ②優待内容 

基準 優待内容 

100 株以上 1,000 株未満保有の株主様 お米「こしひかり」5ｋｇ 

1,000 株以上保有の株主様 お米「こしひかり」10ｋｇ 

 

（3）その他 

 平成 27 年 2 月期以降の株主優待制度につきましては、未定であります。 

 

 

８．役員報酬の減額について 

 当社は、本日開催の取締役会において、上記の特別損失の計上見込み、繰延税金資産の取り

崩しにより法人税等調整額の計上見込み、店舗閉鎖等の合理化、業績予想及び配当予想の修正

並びに株主優待制度の中止を真摯に受け止め、平成 26 年 3 月から当面の間、以下のとおり取締

役等の報酬の減額を実施することを決定いたしました。なお、監査役会からは、監査役の報酬につ

いて、平成 26 年 3 月から当面の間、報酬月額の 15％を自主返納する申し入れがありました。 

   （対象者）    （減額内容） 

 代表取締役社長：  報酬月額の 70％を減額 

 その他の取締役・執行役員： 報酬月額の 15％～30%を減額 

   

 

以 上 


